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研究の目的 

美浜町は「少子高齢化にともなう地域福祉の充

実」を地域課題として挙げている。これを達成す

るためには、行政による子育て支援が不可欠であ

る。 

母子保健法では 2017 年 4 月から母子健康包括支

援センター（一般的呼称としては、子育て世代地

域包括支援センター。以下センターと記述）を市

区町村に設置することが努力義務とされており、

2020年度末までに全国への展開を目指すことにな

っている。美浜町も例外ではなく、妊産婦・乳幼児

を包括して支援するセンターを設置予定である。     

本研究はそうした政策状況を視野に入れて、制度

や体制の整備だけでは行き届かない人的支援力の

向上を図る方法として、専門職のコミュニケーシ

ョン力を高めて住民や子ども、他職種との連携機

能の開発を試みる研修を実施する。その上で、研

修がもたらす影響を分析・検討して効果を測る。 

具体的には、子育て支援専門職を対象に「共感で

つながるアサーション」という自己や他者への共

感を重視したコミュニケーション・メソッドを学

び合う研修を実施し、それによる影響を測るアク

ションリサーチを行った。その過程を通じて、連

携機能を開発する研修の構成・試行・評価を目指

した。 

筆者は 2018 年度 COC 地域課題解決型研究支援

を受けて、同町の子育てネットワーカー団体「ほ

っとミルク」のメンバーを対象に「共感でつなが

るアサーション」の連続講座を行っている。2019

年度はその講座に参加した子育てネットワーカー

が、住民を対象に「共感でつながるアサーション」

の講座を開催した経緯もある。そこで、本研究の

研修「共感でつながるアサーション」には、その子

育てネットワーカーの方々にアシスタントを担っ

ていただくこととした。 

 

研究成果内容 

１）プロジェクト目標の達成状況・成果内容 

【達成状況】 

 研究計画時点では、アクションリサーチとして

子育て支援専門職対象の終日研修「共感でつなが

るアサーション」を年 2 回実施する予定であった

が、現場の配置人員の少なさから専門職の研修参

加がままならず、結局のところ、終日研修は 12 月

に 1 回開催し、その後 2 月に半日のフォローアッ

プ研修を 1 回開催する計画に変更し実施した。 

12 月に実施した終日研修「共感でつながるアサ

ーション」は≪表 1≫の通り、10:00～16:00 まで

開催し、参加者は保健師 5 名、保育士 2 名、事務

1 名、子育てネットワーカー4 名の全 12 名だった。

研修概要は≪表 1≫の通りである。午前中に「アサ

ーションとは」何かを解説する小講義とワークシ

ートを行い、ワークシートの回答をもとに自らの

言動の傾向や感じ方について語り合い、アサーシ

ョンへの理解を深めた。午後はアサーティブなコ

ミュニケーションの方法として、ローゼンバー

グ,M.B.による NVC（Nonviolent Communication）

を紹介し、前半は「共感トランプ（感情のカード、

ニーズのカード）」を用いて、自分や他者の感情と

ニーズに気づく共感的なコミュニケーションの演

習を行った。続く後半は、NVC では「コミュニケ

ーションの 4 要素」として着目する「観察」「感情」

「ニーズ」「お願い」について解説し、その後、幼

稚園での出来事の一場面を表現した人形劇を子育

てネットワーカーの方々に上演していただいた。

人形劇を鑑賞した子育て支援専門職の方々には、

登場人物それぞれについて「観察」できた事実、そ

のときの「感情」、根底にある「ニーズ」、そこから

浮かびあがる登場人物の「お願い」を推測し、言語

化していただいた。それを発表しあうことで「コ



ミュニケーションの 4 要素」への理解が深まると

ともに、各人の視点や感じ方の違いも明らかにな

った。 

 

 

調査データの収集については、参加者に研修の影

響があるのは当然であると考え、質問紙調査のタ

イミングを研修の前後ではなく、終日研修後に初

回の質問紙調査を行い、約 2 ヶ月後に実施したフ

ォローアップ研修の後に 2 回目の質問紙調査を実

施した。質問紙の内容は「認知・行動・情動的側面

に着目した社会的スキル尺度」（上枝, 宮前, 2010）

と、研修での気づき・感想の自由記述であった。 

また、この終日研修では「共感トランプ」を大人用

のみならず、子ども用も活用した。子育て支援専

門職が子どもとのコミュニケーションに子ども用

「共感トランプ」を活用できるようになることを

目指したからである。そして、終日研修の最後に

は参加者に子ども用「共感トランプ」を貸し出し、

実際に職場や家庭などで活用することを奨励した。 

さらに、終日研修終了後約 1ヶ月のタイミングで、

郵送とメールによる質問紙調査も行った。これは

「感情共有コミュニケーション尺度」（奥田ら、

2012）と WHO-5 精神的健康状態表を用いた質問項

目に加え、子ども用「共感トランプ」の活用状況に

ついて自由記述で回答を求める質問項目だった。 

その調査回答から、多くの参加者が子ども用「共

感トランプ」の使い方を習得しておらず、思うよ

うに使用できない人が大半だったことがわかった。

そこで、フォローアップ研修では使用するカード

を子ども用「共感トランプ」に限定し、NVC を実践

する際に重要な「感情とニーズの関係」への理解

を深められるような演習を開発し行った。フォロ

ーアップ研修は 2 月の平日の午後に開催したが、

業務都合により、結局は保健師 2 名、子育てネッ

トワーカー4名と参加人数が少なく残念だった。 

 

【成果内容】 

 終日研修・フォローアップ研修ともに、少人数

での研修だったため、全員で輪になって共感トラ

ンプを囲んで座り、お互いの顔が見える形でプロ

グラムを進めていった。全員が気軽に発話できる

和やかな雰囲気のなかで、アサーションや NVC の

小講義を交えながら、その場での対話を通じて参

加者全員が望ましい自己表現への学びを深められ

たことは、大きな成果の一つである。 

 和やかな雰囲気を醸成できた理由として、美浜

町の子育てネットワーカー団体「ほっとミルク」

のメンバーが、アシスタントとして、共に学ぶ仲

間として参加したことが挙げられる。初めて「共

感でつながるアサーション」に触れた子育て支援

専門職も、感じたこと、思ったことを自由に発言

してよい場であることが、子育てネットワーカー

の振舞いから察知でき、自らの気持ちや思いを躊

躇なく語ることができたように思われる。それに

よって、アサーションや NVC の理論、考え方を自

らの日常に引き付けて学ぶことも可能になった。 

 自由記述の回答に「自分や他者との新たなかか

わり方を知った」という趣旨の回答が散見された。

「新たなかかわり方」とは、研修で扱った「自分や

他者の感情に気づくこと」や「感情の根底にある

ニーズに目を向け、それを言葉で表現すること」

を指す表現だと考えられる。人と人とがつながっ

ていく（連携・協力する）ためには、そうした共感

的な表現行為が必要であり、それを研修の場での

体験・対話を通じて伝えていくのが「共感でつな

がるアサーション」であるため、研修の有用性を

示す回答が得られたと言える。 



一方で、「共感トランプ」を用いて人間の感情や

ニーズに着目し、自分や他者を受容して、自己共

感、他者共感を体験しても、一度体験しただけで

は、参加者自身が「共感トランプ」を使いこなすこ

とは難しいという現実は壁になった。自由記述の

調査結果からも、研修当日の満足度や理解度の高

さは伺い知れるものの、期間を置いて日常場面で

記入を求めた回答からは、研修での学びが活かさ

れている様子はあまり見えなかった。アサーショ

ンや NVC を理解し、その価値を実感しても、日常

ではコミュニケーションのありようまで、なかな

か注意を向けられないのかもしれない。今後は、

継続的に学びを活かすことができる仕組み（シス

テム）を考えて取り組む必要がある。フォローア

ップ研修を開催したことは学びを強化する機会の

創出であったが、それを職務上の実践につなげる

にはさらなる仕組みが必要だ。 

ただ、フォローアップ研修は子ども用「共感トラ

ンプ」を用いて、「感情とニーズの関係」への理解

を促すことを目的に行い、そのために子ども用「共

感トランプ」の新たなエクササイズを考案するこ

とができた。これは今後の研究・実践の資源にな

る成果である。 

 量的調査については、今回は収集するタイミン

グを実験的にアレンジし、質問項目の内容も多様

な視点で選んだ。しかしながら、質問紙回答の回

収できたサンプル数が少なく、計画していた分析

を行うことは困難になった。回答結果の扱い方は

今後検討する。 

 

２）研究期間終了後の今後の展望 

 子育て支援専門職を対象とした研修を核とする

アクションリサーチ型の本研究の最大の反省点は、

少ない人数で現場運営に当たっている子育て支援

専門職の研修参加を一定数確保できなかったこと

である。それを実現するには地方自治体との連携

を密に行い、研修計画を自治体と共同で立案する

くらいのコミットを得て、各専門職の業務予定に

研修を組み込んでいただく働きかけが必要であっ

た。 

 また、既に述べた通り、単に研修を実施するの

ではなく、継続的な学びの機会が得られるような

仕組みを考案した上で、その起点として研修を位

置づけた計画の立案が必要である。アクションリ

サーチのアクションとして計画する内容をシステ

ム化するということだ。例えば、情報共有できる

ような参加者コミュニティを予めつくっておき、

研修後は日常業務においてアサーション・NVC を

実践した事例を各自ストックし、そのコミュニテ

ィのメンバーにシェアする機会を定期的にもつな

ど、職場の日常に組み込んだ学びの場の創出が求

められる。 

 子育て世代地域包括支援センターの設置が実現

すれば、どこの地域でも専門職には利用者である

子どもや親、多職種との連携の必要性が増してく

る。そうした問題解決の一助になる研究を改めて

行うときには、本研究から得た課題と成果を確実

に活かしていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


